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評価調査結果要約表

１．案件の概要

国名：カンボジア王国 案件名：カンボジア国 淡水養殖改善・普及計画（フェーズ２） 

分野：農業開発・農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：カンボジア事務所 協力金額（評価時点）：約 3 億 9,180 万円 

協力期間：

2011 年 3 月～2015 年 2 月（4
年間）

先方関係機関：水産局（FiA）養殖開発部（DAD） 

日本側協力機関：

他の関連協力：カンボジア国 淡水養殖改善・普及計画（フェ

ーズ１）

１－１ 協力の背景と概要

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）では約 80％の労働人口が漁業を含む農業分

野に従事しており、その生計をコメに依存している。しかし、灌漑施設が不十分であることや、

洪水や旱魃が頻発することなどから、農家の生計の多角化が重要な課題となっている。一方で、

国民 1 人当たりの年間魚類消費量が 52.4kg と世界で 4 番目の高さを誇り、特に淡水魚は最も容

易に入手できるたんぱく源のひとつであるため、国民は動物性たんぱく質摂取の 75％を水産物

に依存しているといわれる。作物や現金収入源の多様化といった観点からも、水田、水路、た

め池などを利用した小規模養殖に対する関心は高い。しかし、国内では安定的な養殖種苗を供

給する業者は少なく、その多くを周辺国からの輸入に依存している。また、農村地域では養殖

の伝統がないため、飼育のノウハウと養殖用種苗の不足が農家の養殖実践の妨げになっていた。 
このような状況にかんがみ、カンボジア政府は、国家戦略開発計画（National Strategic 

Development Plan 2009-2013: NSDP）において、貧困住民の水産資源に対する持続的なアクセス

の確立による、食糧確保、栄養改善、収入源・生計手段の確保などの観点から、養殖技術普及

を重視し、各種施策を展開している。 JICA は、これらのカンボジアによる努力を支援するた

め 2005 年 2 月から 5 年間、南部 4 州で小規模養殖を普及させることを目的とした技術協力プロ

ジェクト「淡水養殖改善・普及計画（以下、「フェーズ１」と記す）」を実施した。同プロジェ

クトでは、種苗生産農家を重点的に育成し、農家から農家への養殖技術の普及を行うアプロー

チにより、対象村落の状況に適合した技術が農民の間で急速に拡大し、当初のプロジェクト目

標（養殖技術を行う小規模農家数 4,400 戸）を達成しプロジェクトが終了した。 
カンボジア政府は、フェーズ１の成果を活用しつつ、自然及び社会環境に適した養殖技術の

開発・改良を行い、その技術を全国的に普及させていくため、貧困度がより高く養殖環境が異

なる北西部 3 州を対象に、農林水産省水産局をカウンターパート（C/P）機関とした「淡水養殖

改善・普及計画フェーズ２」を日本政府に要請し、2011 年 3 月より 2015 年 2 月までの 4 年間

の予定で本プロジェクトが実施されることとなった。北西部（プルサット、バッタンバン、シ

アムリアップ）において、①種苗生産・養殖技術の改善、②養殖普及事業に係る普及員の能力

強化、③種苗生産農家の育成、④小規模増養殖活動の展開、⑤種苗生産農家ネットワークの強

化・広域化を進めていくことにより、小規模養殖農家による養殖生産量が増加することをめざ

し、現在、5 名の専門家（総括／養殖普及Ｉ／飼料開発、副総括／養殖普及Ｉ／養殖研修Ｉ、

種苗生産／親魚養成管理、資源増殖、業務調整／養殖普及Ⅱ）を派遣している。

今般、プロジェクト終了を 6 カ月後に控え、カンボジア政府と合同で本プロジェクトの目標

達成度や成果等を確認するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類似事
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業の実施にあたって教訓を導くことを目的とし、終了時評価調査が実施された。 
 
１－２ 協力内容 
（１） 上位目標： 

対象州において、小規模養殖農家の家計が改善される。 
 
（２） プロジェクト目標： 

対象州において、小規模養殖の生産量が増加する。 
 
（３） 成果： 

１． 小規模の種苗生産・養殖技術が改善される。 
２． 養殖普及事業にかかる地方行政の能力が強化される。 
３． 種苗生産農家が育成される。 
４． 対象州において、小規模増養殖活動が展開される。 
５． 種苗生産農家のネットワークが強化・広域化される。 

 
（４） 投入（評価調査時点） 

1） 日本側 
専門家派遣： 6 分野において計 7 名（合計 78.1MM） 
本邦研修： 2 名 
第三国研修： C/P 職員、種苗生産農家合計 44 名（2 カ国で計 3 回実施） 
現地国内研修： 合計 C/P 職員 33 名、種苗生産農家 44 名、小規模養殖農

家 3,425 人 
タクビル種苗生産ステー 給水及び排水システム、養殖池及び排水溝、事務所及び 
ションの改修： ラボラトリー建屋、深井戸、調餌施設、配電線など合計

約 4,409,018 円 
機材供与： 4WD の車両 2 台、モーターバイク 14 台のほか、事務機

器、ラボラトリー機器、孵化装置など合計約 17,650,874
円 

現地活動費支出： 合計約 109,897,532 円 
 

2） カンボジア側 
C/P 職員の配置： 水産局本部及び対象 3 州の職員計 28 名 
執務室及び施設設備： 水産局本部内プロジェクト事務所、タクビル種苗生産ス

テーション 
養殖池の建設・整備： 2011 年に約 1,000 の養殖池を建設 
その他： プロジェクト事務所の電気、水道、インターネットなど

の経常費用 
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２．評価調査団の概要 

調査者 担当業務 氏名 所属 

団長／総括 竹内 博史 JICA カンボジア事務所 次長 

農漁村社会開発 山尾 政博 広島大学大学院生物圏科学研究科 教授 

淡水養殖技術 千頭 聡 JICA 国際協力専門員 

評価分析 大橋 由紀 合同会社適材適所 

評価計画 外山 晴子 JICA カンボジア事務所 ナショナルスタッフ 

協力企画 井手 直子 JICA カンボジア事務所 企画調査員 

調査期間：2014 年 8 月 26 日～9 月 10 日 調査の種類：終了時評価調査 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 
３－１－１ アウトプットの達成状況 
（１）アウトプット１：小規模の種苗生産・養殖技術が改善される。 

アウトプット１では、まず農家の活動のモニタリングや評価会議を通して対象地域の

農家における小規模種苗生産及び養殖の技術に関する課題が確認・整理され、それらに

ついての技術改良がタクビル種苗生産ステーションで実施された。また、いくつかの実

証試験や水田養殖に関する実験は種苗生産農家や養殖農家で実施された。その結果、さ

まざまな新たな技術改善が特定され、技術マニュアルに反映された。技術が改善したこ

とは、生残率の改善や農家レベルでの孵化の成功においても確認された。対象魚種につ

いて必要な種苗生産技術、養殖技術は十分に改善されたと考えられる。実験を通じた技

術改良数の増加、技術改良レベルの改善により、アウトプット１は達成されたといえる。 
 

（２）アウトプット２：養殖普及事業にかかる地方行政の能力が強化される。 
本プロジェクトでは、研修や日々の活動を通して対象 3 州の養殖普及に携わる C/P 職

員である普及員の能力強化に取り組んだ。その結果、全般的に養殖普及における C/P 職

員の能力は強化されたことが確認された。C/P 職員（普及員）の 80％が普及活動に関す

る能力評価で合格点に達し、地方普及員の指導力に関する種苗生産農家の満足度が 80％
以上に達したことから、アウトプット２は達成されたといえる。 

  
（３）アウトプット３：種苗生産農家が育成される。 

種苗生産農家の育成においては、将来的に自立した種苗生産農家となることをめざし、

本プロジェクトでは初期投資、施設、環境条件、労働力、農民間普及への意欲などの点

からポテンシャルの高い農家の選定を行った。選ばれた農家に対し、①技術研修（国内

及び第三国研修）、②施設、親魚などの物的支援、③オンファーム技術支援を提供した。

その結果、種苗生産農家の育成については、数戸の農家が家庭の問題など個人的な理由

により活動を停止しているものの、育成農家数の数値目標を達成した。種苗生産の技術

については、2014 年に新たに選定された 3 農家を除くすべての農家で少なくとも 3 魚種

の種苗生産が可能な技術を習得している。一方、種苗の中間育成においては、さまざま

な条件が求められることから、生残率には農家間でばらつきがある。種苗の生産量及び

販売数に関しては、対象 3 州でプロジェクト期間中毎年洪水や旱魃による被害が生じた

ことによる影響を受けた。種苗生産農家が 40 戸に増加し、3 魚種の種苗生産を行える 



iv 

農家数が 2 倍になり、対象地域の種苗生産量は 2 倍になったが、販売数は 2 倍には達し

ていないため、アウトプット３はおおむね達成されたといえる。 
 

（４）アウトプット４：対象州において、小規模増養殖活動が展開される。 
対象州で小規模養殖を広めるために、本プロジェクトでは、①種苗生産農家に対する

小規模養殖農家への養殖技術研修を実施するためのトレーナー養成研修（TOT 研修）、

②養殖への興味、養殖に適した素掘池の所有、必要な水が確保できること、種苗生産農

家からの距離、農業関連の投入物が入手可能であること、家族の同意、などの点から小

規模養殖農家としてのポテンシャルのある農家に対し、種苗生産農家を講師とした農民

間普及研修（FTF 研修）の実施、③FTF 研修への参加者に対する種苗上限 500 尾、ハパ

ネットまたはスクリーンネット等の物的支援、④オンファームガイダンスや養殖農家評

価ミーティングによるモニタリングや技術支援、⑤選定されたコミュニティ共有池

（CFR）に対する池の整備・維持管理のための資材、池に放流する親魚、魚道の整備や

看板の設置、共有池管理規則の策定と規則に基づく管理の指導等が実施された。その結

果、FTF 研修を受けた農家の数は 4 年目には 3,000 戸を超え、指標を達成している。ま

た、対象共有池の 4 サイトすべてにおいて、共有池の活動が住民から認識され、おおむ

ね規則に沿って管理されていることが確認された。FTF 研修に参加した農家は 3,000 戸

以上に達し、共有池 4 サイトは適切に管理されていることから、アウトプット４は達成

されたといえる。 
 

（５）アウトプット５：種苗生産農家のネットワークが強化・広域化される。 
種苗生産農家のネットワークを設立する初めのステップとして、プロジェクトにより

州ごとのネットワーク設立の支援が実施され、種苗生産農家間の協力が強化された。ま

た、プロジェクトでは FAIEX-1 の種苗生産農家との協力を促進した。その結果、各州の

ネットワークは必要に応じた種苗生産農家の相互支援の関係が自律的に機能しており、

種苗生産技術や種苗販売・マーケティング、親魚の入手可能性などの情報交換が、会合

時だけではなく携帯電話や相互訪問により頻繁に実施されている。2 回以上のネットワ

ーク会合の実施やネットワーク機能の強化に伴う助言や提言数の増加から、アウトプッ

ト５は達成されたといえる。 
 

３－１－２ プロジェクト目標の達成状況 
対象州の小規模養殖農家の年間生産量については適切なデータが存在していないため、第

１フェーズでの経験を基に仮定条件により推定生産量を算出し、2015 年までの目標として

「150 トン」と設定されている。各仮定条件の現状を確認し概算すると、生産を継続する小

規模農家の割合を 60％、生産性を 30 kg/100m2 と最も低く仮定した場合を除き、生産量は目

標の 150 トンを上回ると想定することができる。よって、プロジェクト目標の達成見込みは

高いと考えられる。 
 

３－２ 評価結果の要約 
（１） 妥当性 

本プロジェクトは、カンボジアの農村のニーズやカンボジア政府の政策、日本の対カン

ボジア支援政策の点から、引き続き妥当性が高いことが確認された。また、本プロジェク

トの FAIEX モデルの FTF 研修によるアプローチはカンボジアにおいて養殖普及に貢献す
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る手法として妥当性が高いと考えられている。 
 
（２） 有効性 

有効性については、指標が達成される可能性が高いことから、プロジェクト目標の達成

見込みは高いといえる。一方、養殖農家の養殖の継続がプロジェクト目標達成における主

な懸念となっているが、これはプロジェクト期間中毎年生じた異常気象の影響という外部

要因に起因するものである。プロジェクト目標の達成は気候条件に大きく左右されること

から、異常気象の影響を緩和するための更なる対策を検討する必要があると考えられる。 
 
（３） 効率性 

効率性については、投入はプロジェクト活用に直接的に活用され、その結果アウトプッ

トはおおむね達成されている。一方、普及員である C/P 職員や種苗生産農家の能力強化に

おいて課題が確認されており、アウトプットの達成度を高めるためには残りの期間でそれ

らの課題に対応することが期待されている。また、種苗生産農家の販売数は、洪水や旱魃

の影響により、期待されたほどの増加はみられなかった。 
 
（４） インパクト 

インパクトについては、上位目標の達成見込みを予測するうえで、プロジェクト期間中

の異常気象の影響により今後 3～4 年の農民間養殖普及の程度を予測し得なかった。一方、

種苗生産農家は既に新たな農家・買い手に技術指導をしながら種苗生産を自主的に拡大し

ているが、現時点では新たに獲得している顧客の数は農家によって大きなばらつきがある。

なお、農家の魚の消費の増加、共有池周辺での漁獲量の増加などの波及効果が確認されて

いる。 
 
（５） 持続性 

持続性については、政策面では政府の政策・戦略と整合していることから、継続的な支

援が期待できる。種苗生産農家の持続性に関しては、まだ生産・販売能力は農家によって

ばらつきがあり、自立的に施設や池の増設に投資したり、顧客拡大のための販売戦略を立

てるなど、改善に努力する農家もみられる。水産局は、対象州では予算的な制限の中で可

能な範囲で種苗生産農家への支援を継続する予定であり、水産局本部では国内の他地域で

養殖普及を展開する予定である。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因と問題点及び問題を惹起した要因 
（１） 効果発現に貢献した要因 

・ FAIEX-1 の対象地域と本プロジェクトの対象地域の状況の違いが認識され、水産局が職

員の増員に柔軟に対応したことで、プロジェクト活動の実施が促進された。 
・ FAIEX-1 の経験や人材が本プロジェクトの実施を促進した。例えば、本プロジェクトの

種苗生産農家が大至急生産を始める準備を整える必要が生じた際には、FAIEX-1 で C/P
職員であった水産局の職員や FAIEX-1 の対象であったタケオ州、コンポンスプー州、プ

レイベン州の種苗生産農家がカンボジア式孵化施設の準備を支援した。また、FAIEX-1
の種苗生産農家が本プロジェクトの研修に参加して技術を指導したり、経験を共有する

機会も設けられた。 
・ 種苗生産農家のネットワークが特に積極的な農家の間で非常によく機能している。技術
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的な情報や、親魚の入手に関する情報、顧客の情報や需要のある魚種に関する情報など

を個人レベルで頻繁に交換・共有しており、それにより技術的な能力を向上させたり、

また生産・販売量を増やしている農家もいる。 
 
（２） 問題点及び問題を惹起した要因 

・ 本プロジェクトでは、活動の成功や継続性を考慮し、対象となる種苗生産農家や小規模

養殖農家の選出には、生産に必要な水が確保できるか、必要な初期投資が可能か（種苗

生産農家の場合）、必要な労働力が確保されているか、関心が高いか、などのクライテリ

アを設定した。しかし、FAIEX-1 の時と比較すると、クライテリアを満たす農家が限ら

れており、プロジェクトチームにとって対象農家の選出が難しい状況であった。そのよ

うな状況のなかで、選出した農家においても、資金、時間、水などが不足しているとい

う理由から生産の準備が遅れることがあった。 
・ 対象地域の多くの場所で農業用の水が十分ではない。特に種苗生産農家にとって、水の

質や量は種苗の生産量を制限する重要な条件である。養殖農家にとっては、年間を通し

て池に水が十分にある場合は、ストックされている魚や自然に繁殖した稚魚を池に保持

し、資金的に可能な時に種苗の追加購入をするかたちで養殖が継続できる。しかし、乾

期に水が不足する場合は、水が不足する前に一度すべての魚を収穫することになり、継

続するためには毎年種苗を購入する必要がある。 
・ 中間レビュー時にも指摘されたように、本プロジェクトの対象地域は FAIEX-1 の対象地

域のように養殖に慣れ親しんだ地域ではなく、経験が少ないことから、養殖を受け入れ

ることがやや難しいと考えられている。種苗生産農家によると、彼らの指導どおりに作

業しない養殖農家もおり、その結果養殖に失敗する農家もいるとのことである。 
・ プロジェクトによる養殖普及活動は、ポテンシャルの高い種苗生産農家や小規模養殖農

家を特定し活動を普及するために、対象州内でも離れた地域にまで広がっている。それ

により、プロジェクトチームにとっては、特に地方普及員は遠隔地に技術指導やモニタ

リングのため頻繁に訪問する必要があり、特に雨期には道路の状況が悪くなることから、

活動実施に困難が生じた。 
・ プロジェクト期間は FAIEX-1 よりも短いため、特に 2013 年及び 2014 年にプロジェクト

に参加した種苗生産農家にとってはプロジェクト期間中に十分な経験や技術を習得する

ことは困難であった。 
 

３－４ 提言 
（１） 種苗生産の技術改善 

今後の種苗生産の改善のために、以下の技術的な提案が挙げられる。 
・ 小規模種苗生産農家の孵化施設は規模が小さく、育成のためのスペースも限られている

ため、水産局及びプロジェクトは魚種を 1 種または 2 種に限定することで生残率や種苗

の質を改善することを勧めること。 
・ 繁殖数を増加させ毎年の生産量を増加させるため、水産局及びプロジェクトは養殖池を

建設する際は孵化用と育成用を分けることを勧めること。 
・ 種苗生産の普及活動は水が十分にある場所や水源に近い場所を対象とすること。 
・ 遺伝的に質の高い親魚を育成し、毎年種苗生産農家の一部の親魚を適切な供給源から入

手したものと入れ替える必要がある。 
・ 旱魃への対策として、種苗生産農家は少なくとも深さ 4m 程度の大きな貯水池を建設し、
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乾期にも水を確保すること。 
 
（２） 種苗生産農家の洪水対策 

本プロジェクトは異常気象の影響を毎年受けたが、特に洪水の被害は大きかった。種苗

生産における深刻な被害は親魚の流出であり、新たに親魚が育つまでに時間がかかるため、

被害後 1、2 年間の生産に影響が生じる。そのような被害を軽減させるため、水産局及びプ

ロジェクトは種苗生産農家に対し、浮生簀の導入、池の周りの堤防の強化、セメントタン

クの設置など施設を増強することを引き続き勧めていくことが望まれる。それにより、ア

フリカ原産のウォーキングキャットフィッシュ／クラリアスが自然水域に侵入することを

防ぐ効果もある。 
 
（３） 種苗生産農家（特に 2013 年 2014 年に生産を開始した農家）の強化 

プロジェクトは種苗生産農家に対しさまざまな支援を提供し、種苗生産農家の強化をめ

ざしたアウトプット３の指標はおおむね達成した。しかし、個別の農家を分析すると、一

部の農家は種苗生産量が十分に増えておらず生産量は安定していない。特に 2013～2014
年に生産を開始した新規の農家に顕著である。プロジェクトチームは残りのプロジェクト

期間、中間育成の指導などを含む技術支援をそのような新規の農家に対して優先的に実施

する必要がある。また、水産局はプロジェクト終了後も支援活動に必要な投入を配分し、

それらの農家への支援を継続することが期待される。 
 
（４） 種苗の販売促進 

一部の農家では種苗の需要は増加していると考える一方で、一部の農家では生産した種

苗を販売するための十分な顧客の確保が難しいと述べている。また、販売促進のために独

自に戦略を立てている農家もいる。種苗のマーケティングは種苗生産を持続・発展させる

ために重要な要素であるため、プロジェクトチームはプロジェクトが終了するまでに、種

苗生産農家が種苗販売を促進する方法を検討し、種苗生産農家と共有することが望まれる。

販売の機会を拡大するためには、種苗生産農家のネットワークにおける協力や、コミュー

ン、援助機関、NGO、民間企業などとの連携を促進することが効果的であると考えられる。 
 
（５） 他州での養殖普及における本プロジェクトの経験・グッドプラクティスの活用 

プロジェクト期間中に蓄積された養殖普及サービスの経験やグッドプラクティスは、水

産局が本プロジェクトに類似した事業を今後他州で実施する際に活用できる。よって、プ

ロジェクトは水産局の他州の事務所や関係者が将来的に類似した活動に取り組む際に活用

できる実用的な情報を提供するよう、経験やグッドプラクティスの普及に努めることが望

まれる。 
 
（６） 水田養殖の展示圃場や共有池サイトの活用と維持 

素掘り池における養殖に加え、本プロジェクトでは戦略的に選定した数カ所のサイトで

水田養殖を展示したり、選定されたコミュニティにおいて共有池のモデルを構築するなど

の活動を行った。これらの活動の目的は、農村の人々が食糧としての魚を入手する機会を

増やすことである。これらの活動では、短期的には活動に直接携わった人々に実質的な利

益を与えてきたが、今後は更に水田養殖のモデルサイトは展示圃場として本来の普及効果

を発揮し、また共有池サイトは他のコミュニティにとってのモデルとなり、再現されるこ
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とが期待されている。よって、水田養殖の展示圃場や共有池のモデルが維持され、多くの

人々がこれらの活動に関心を示すことが期待される。 
 
（７） タクビル種苗生産ステーションの活用 

本プロジェクトではタクビルステーションの施設や機材を強化しただけではなく、スタ

ッフの技術向上にも取り組んだ。それにより、タクビルステーションは農家の技術的な課

題やニーズに対応するとともに、種苗生産農家や民間の種苗生産会社に質の良い親魚を提

供するといった技術的な支援機能を果たすに至った。よって、プロジェクト終了後も適切

な予算配置の下、このような重要な機能をできるだけ維持することが望まれる。 
 

３－５ 教訓 
（１） 農民間技術普及 

カンボジア国内の異なる地域で FAIEX-1 と FAIEX-2 が成功裏に実施されたことで、農民

間普及が農村の生計向上において最も効果的な手段のひとつであることが実証された。農

民間普及の重要なメカニズムは、いわゆる中核農家が普及の主体として機能するための動

機となる経済的・社会的インセンティブを与えることにある。中核農家は種苗生産農家と

して機能すると同時に、小規模養殖農家に必要な技術を指導する指導者としての役割を果

たしている。養殖に関する知識や技術をもたない養殖農家は、種苗を購入する代わりに技

術指導を受けることができる。このような種苗生産農家と養殖農家の相互関係が維持され

ている限り、両者はこの win-win のビジネスモデルから利益を享受することができる。特

筆すべき点は、農民間普及の確立には適切な中核農家を特定・選出することが不可欠とい

うことである。ポテンシャルの高い種苗生産農家の特徴として、養殖に熱心に取り組む強

いコミットメントがあること、コミュニティの住民から尊敬を得ていること、利他的であ

ること、などが挙げられる。 
 
（２） 中核農家のネットワーク 

FAIEX-1 及び FAIEX-2 から得られた経験により、FAIEX の普及システムを維持するため

には、中核農家のネットワークは効率的かつ効果的な方法であることが証明された。初期

段階ではネットワーク設立をプロジェクトが重点的に支援するが、その後はネットワーク

の管理・運営を農家自身が行っている。このことは、ネットワークの効果として、種苗生

産技術や種苗の供給・マーケティング、親魚の融通などに関して相互にコミュニケーショ

ンをもつことで共通の利益を享受することができることをネットワークに属する農家が十

分に認識していることを意味している。また、ネットワークは農家と政府の仲介機能も果

たしている。 
 
（３） 養殖普及における水産局本部と州レベル普及員の責任分担 

プロジェクト期間中、淡水養殖に関する知識や技術は水産局本部から現場の普及員に効

果的に移転された。FAIEX では水産局の本部と州レベルの普及員の間の責任分担が適切に

機能した。現場の普及員は、種苗生産農家や養殖農家を支援する経験を通して普及のスキ

ルを得て、養殖普及サービスの能力を向上させた。普及サービスを担う水産局内において

機能的な枠組みが構築されたことで、普及員の能力を十分なレベルに向上することが可能

となった。 
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（４） 種苗生産ビジネスの安定に向けた需要の創出 
種苗生産の発展の初期においては、種苗生産農家は農民間普及の手法の下で適切に活動

を実施したとしても、種苗の需要不足に直面することが考えられる。その場合は種苗生産

のビジネスは不安定なままとなってしまう。そのような状況に対し、本プロジェクトでは

今後種苗の購入者となるポテンシャルをもつ養殖農家に向けた農民間普及による研修を準

備・実施することで対応した。また、水産局本部及び州事務所は、種苗生産農家が購入者

を特定し徐々に自ら販売ネットワークを拡大することができるよう、コミューンや NGO、

他の支援機関との連携を継続している。これらの支援により、種苗生産農家は最終的に経

済的な側面においても十分に成長し、独立して種苗生産ビジネスを経営することが可能と

なる。 
 
（５） 養殖農家への支援 

小規模養殖は栄養、食糧の安全保障、持続的な生計向上の面から、プロジェクトの対象

地域において大きく貢献していることが確認された。農家の養殖の継続・成功を促進する

ためには、池の準備から収穫までの活動を密にモニタリングすることが重要である。また、

養殖と庭先での家畜の飼育による複合農業は、相互作用が期待できる効率的な手法である。 
 
（６） 種苗生産農家への支援 

初期投資や生産リスクなど、種苗生産農家が初期に直面する障壁を乗り越えるためには、

新たな作業や技術に取り組むインセンティブが必要となるが、FAIEX-1 及び FAIEX-2 では

そのようなニーズに適切に対応した。種苗生産の発展を成功させるためには、水産局本部

や州事務所が継続的に監督・モニタリングすることが重要な点であった。  
 
（７） 異常気象の影響 

本プロジェクトでは、旱魃や洪水などの自然災害がプロジェクト目標の達成における外

部要因と考えられていた。繰り返し言及されているとおり、プロジェクト期間中、毎年実

際に異常気象の被害を受け、小規模養殖の生産にネガティブな影響を及ぼした。このよう

な異常気象や気候変動の影響が今までよりも頻繁に起こる状況下では、このような気象条

件を内部要因としてとらえ、ネガティブな影響の緩和やリスク回避のための適切な対策を

プロジェクトの枠組みに含めて検討する必要がある。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 




